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研究成果の概要（和文）： 研究課題『カナダ海軍の創設とイギリス帝国防衛構想』に関する研究の結果、以下
の点が明らかとなった。第一に、与党自由党の海軍創設による帝国防衛構想は、帝国内におけるカナダの自立性
強化を目指すという点で、帝国経済統合構想といった当該期の自由党の他の帝国政策、とも一貫していた。第二
に、イギリスへの海軍費の拠出とイギリス海軍によるカナダ防衛を望んでいた野党保守党もまた、方法は違えど
も自由党と同様に帝国との軍事的統合強化を志向していた。第三に、カナダ海軍創設の議論の根底には、ブリテ
ィッシュネスに基づく帝国の感情的一体性の言説があり、帝国防衛体制の分権化とカナダによる自主的な帝国防
衛が志向されたのである。

研究成果の概要（英文）： The research theme,'The Establishment of the Canadian Navy and the Defence 
Strategy of the British Empire,' clarified the following points.
 First, the Liberal Party of Canada expected to establish a navy for imperial defence to strengthen 
Canada's autonomous position within the empire. This was consistent with other imperial policies of 
the Liberal Party at the time, such as the imperial economic integration plan. Second, although the 
Conservative Party, which was in opposition, wanted Canada to contribute to the British navy and be 
defended by the British navy, it also sought to strengthen military integration with the empire, 
albeit by different means. Third, underlying the debates on the establishment of a Canadian navy was
 the idea of sentimental ties within the empire based on Britishness. It led to the decentralisation
 of the imperial defence system and the desire for Canada to defend itself autonomously.

研究分野：西洋史
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
 本研究課題は、カナダ海軍の創設をめぐる議論について検討することで、イギリス帝国内における植民地カナ
ダの位置付け、そしてカナダのネイション・ビルディングについて再検討を行っている。本研究にて明らかとな
ったのは、植民地が帝国から単線的に分離・独立へと向かうのではなく、帝国内での地位向上を目指すことでイ
ギリスと対等となり、イギリスと共に帝国を支える存在となることを目指すという植民地カナダのナショナリズ
ムであった。こうした研究の成果は、1931年のウェストミンスター憲章制定に至るイギリス本国・植民地間関係
の再編過程を主に軍事的観点から解明することに寄与するものであり、その点に学術的意義がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
研究課題『カナダ海軍の創設とイギリス帝国防衛構想』に関する研究の背景として、19 世紀
後半のカナダにおける海上防衛への無関心と、20 世紀初頭以降におけるカナダ、そして宗主国
であるイギリスによる帝国防衛への関心の高まりが挙げられる。19 世紀後半に北米大陸の英領
植民地を連邦化することで、カナダ自治領が設立された。カナダは、広大な領土、そして大西洋
と太平洋に接する長大な海岸線を有する植民地であった。しかし、当該期のカナダにおいて、こ
の広大な領土、海岸線の防衛に対する関心は低かった。その理由は、第一に東西両岸は大洋によ
って守られており、また 1871年のワシントン条約の締結以降、南の隣国アメリカ合衆国からの
侵略の脅威も無くなっていたからである。 
特に海上防衛に関して、カナダの防衛に対する関心は低く、カナダは密漁船取り締まりのため
の沿岸警備艇を保有するのみであった。さらに、カナダの海上防衛に対する意識の低さは、カナ
ダを含むイギリス帝国全域の海上防衛をイギリス本国海軍が担っていたことにも起因していた。
しかし、19世紀末以降になるとイギリス本国海軍が新たな帝国防衛政策として「二国標準主義」
を打ち出す一方、軍事的に台頭を見せるドイツとの建艦競争によって海軍費の膨張に苦しむよ
うになった。この状況を打開するために、イギリスはカナダをはじめとする自治植民地にも海軍
戦力の負担を求めた。これに応えるべく、1911 年に設立されたのがカナダ海軍である。その設
立時、カナダ海軍は巡洋艦 5隻、駆逐艦 6隻の極めて小規模なものでしかなかった。しかし、こ
の後大西洋では第一次、第二次大戦期に、カナダで生産された軍需物資をイギリス本国へと運ぶ
輸送船をドイツ潜水艦の攻撃から護衛する任務や、第二次大戦時には太平洋で日本との戦闘に
参加するなど、イギリス帝国内における重要な海上戦力としての役割を果たすようになった。 
こうしたイギリス本国・植民地による帝国の共同防衛構想と防衛を通じた相互関係強化の必
要性は、イギリスからの移民によって設立された、カナダをはじめとする定住植民地への内政自
治権の付与と表裏一体をなしている。自治権を得た定住植民地の人々は、自らを「イギリス人」
と考え、帝国に対するアイデンティティを維持する一方、植民地独自のナショナリズムを形成し
ていった。この「植民地ナショナリズム」の高揚を背景に、イギリス帝国内において本国・植民
地関係の再編が目指された。その再編の手段として、二つの方法が考えられた。その一つが、本
研究が対象とする、イギリス本国・植民地双方で軍事同盟を締結し、共同での帝国防衛体制の構
築を目指す帝国防衛論である。もう一つが、本国・植民地間で相互特恵関税体制を構築して、帝
国内での通商関係緊密化を目指す帝国経済統合論である。 
 申請者は、これまでこの後者のカナダがイギリス帝国経済統合論に果たした役割について研
究を進めてきた。この研究の結果、19 世紀後半以降のカナダは、従来のカナダ経済史研究が指
摘するような一次産品輸出に専心する従属的な植民地では決してなかった。むしろ、カナダはカ
ナダ・ナショナリズムと帝国への帰属を両立可能とみなしていた。カナダは、経済発展による帝
国からの分離ではなく、帝国内にてイギリスに次ぐ「第二の経済大国」としての地位の確立を目
指した。それゆえ、カナダは特恵関税の積極的導入を図ることによって、本国・植民地間の経済
統合を植民地側から推進していたことを明らかにした。 
 他方で、前者であるイギリス帝国防衛論、中でも海上防衛におけるカナダの役割と海軍創設の
意義について、研究が十分とは言えない。従来の帝国防衛論の関する研究は、第一にイギリス本
国の海軍を中心に、その海上防衛構想への植民地の包摂、そしてその再編過程に植民地を位置づ
けるものであった。また第二の論点として、カナダ海軍の創設をカナダの帝国防衛、そして帝国
自体からの分離・独立の過程に位置づけてきた。しかし、これらの研究は 20世紀初頭以降に帝
国防衛構想に組み込まれたカナダ側の視点、言い換えるならば、カナダが海軍創設によって帝国
防衛にどのように関わっていこうとしたのかという点、そして 19世紀後半において防衛問題に
消極的だったカナダが、両大戦において積極的に帝国防衛への貢献を示している点を説明出来
ていない。 
 
２．研究の目的 
本研究では、以上を背景として、これまでの申請者の研究では取り扱ってこなかった 19世紀
後半以降のイギリス帝国内の本国・植民地関係再編のもう一つの手段であるイギリス帝国防衛
構想における自治植民地カナダの主体的役割、中でも海軍創設による帝国防衛への貢献とその
影響について、主に（１）イギリス帝国関係、（２）カナダ内政治、（３）文化・アイデンティテ
ィの三点から検討する。これによって、イギリス帝国防衛構想の展開におけるカナダ海軍の位置
づけについて再検討すると同時に、1931年のウェストミンスター憲章制定に至るイギリス本国・
植民地間関係の再編過程を主に軍事的観点から解明することを目指す。 
 従来のカナダ史研究は、植民地であるカナダがイギリス帝国から分離し、独立した国家へと変
容していく過程を所与とし、様々な事象をこの枠組みに当てはめて解釈してきた。それゆえ、本
研究が対象とするカナダ海軍の創設も、イギリスによる海軍戦力の独占からの脱却と自立した
戦力を持つことでの独立国家への一歩とみなされた。同様に、帝国防衛構想をめぐる英加間の論
争も、イギリスと見解を異にし、「反英的」な姿勢を見せるカナダは、帝国からの分離を志向す



るものと解されてきた。 
 しかし、近年研究が進むブリティッシュ・ワールド論は、こうした軍事史研究を考察する上で
の新たな視座を提供している。ブリティッシュ・ワールドとは、イギリス本国とイギリスからの
移民を中心に形成された自治植民地からなる領域である。ブリティッシュ・ワールドに居住する
人々は、植民地人としての独自のアイデンティティを形成していた。その一方で、イギリスの言
語、文化、制度等に愛着を持ち、自らを「イギリス人」とみなして、ブリティッシュとしてのア
イデンティティを共有することで緩やかに繋がっていると考えられた。こうしたブリティッシ
ュ・ワールド論の踏まえるならば、カナダによる海軍創設や帝国防衛への関与も、イギリス本国
への敵対ではなく、自治と独自のナショナリズム形成によって自立性を高めたカナダが、ブリテ
ィッシュネスを共有する本国や他の自治植民地と共に、主体的に帝国を支えるべくその防衛に
従事していたと考えられるのではないか。こうした従来の軍事史研究においては取り扱われて
こなかった文化的視点を踏まえつつ、カナダ海軍の創設の過程とその意義について再検討した
い。 
 
３．研究の方法 
 申請者は、本研究における研究方法として以下の三点について検討することによって、上記研
究目的の解明に努めた。 
第一に、20 世紀初頭におけるイギリス帝国海上防衛をめぐる英加間の論争を再検討した。こ
の論争にて、イギリスは植民地による本国への海軍費の拠出とイギリス海軍による帝国全域の
防衛の継続という案を主張した。カナダはこの案に猛反対し、その代案として提起したのがカナ
ダ海軍の創設だった。なぜ海上防衛に消極的だったカナダが、独自海軍の創設を進めることにな
ったのか。この点について検討を行った。第二に、カナダ海軍による帝国防衛への貢献の具体的
事例を分析した。 
第二に、カナダ海軍創設をめぐるカナダ議会内での議論と、海軍創設に向けての準備活動につ
いて検討した。1909 年 4 月に下院で開始されたカナダ海軍創設に向けての議論は、最終的に 1910
年 5 月に可決されたカナダ海軍法に結実した。このカナダ海軍法の制定に至るまで、議会内にて
どのような議論が展開されたのか。またカナダ海軍法に基づいて創設される海軍は、どのような
組織にて運営され、どの程度の戦力を保持することが想定されたのか。これらの点について、分
析を行った 
第三に、カナダ海軍創設直後の 1911 年 9 月に行われた総選挙でのカナダ海軍をめぐる論争を
検討した。この選挙では、カナダ海軍問題が争点の一つとなった。その際議論となったのは、イ
ギリス系カナダ人とフランス系カナダ人によるカナダ海軍のあり方についての見解の相違であ
る。双方とも、海軍戦力によるカナダ領海の防衛については支持していた。しかし、フランス系
カナダ人はカナダ海軍が有事の際、カナダ領海を離れてイギリス本国が行う帝国主義戦争に動
員されることに反対していた。それゆえ、この 1911 年総選挙における海軍をめぐる論争は、カ
ナダの防衛と帝国の防衛が両立するのか、さらに言えばカナダ・ナショナリズムとブリティッシ
ュネスは両立するのかという問いを投げかけており、この問題について解明することを目指し
た。 
 
４．研究成果 
 本研究課題に関する研究の結果、以下の点が明らかとなった。 
 まず上記「研究目的」の箇所で挙げた（１）イギリス帝国関係に関して、1909 年にロンドンで
行われた帝国防衛委員会、そして 1911 年に行われた帝国会議と、会議に参加するに際してのカ
ナダ内での予備会議に関しての検討を行った。検討の結果、明らかになったのは首相ウィルフリ
ッド・ローリエを中心とする与党自由党の独自海軍創設による帝国防衛構想は、帝国内における
カナダの自立性を強化することを企図するという点で、19 世紀末以降の自由党の他の帝国政策、
具体的には申請者がこれまで検討してきた帝国との経済関係構築に関する構想や、外交面での
権限強化の議論とも一貫するものであったということである。 
この帝国防衛委員会、帝国会議、そしてカナダ海軍創設に関する議論をより詳細に検討するた
めにブロデュア（Louis-Philippe Brodeur）文書の分析を行った。ブロデュアはカナダの初代海
軍大臣であり、大臣就任前からカナダ海軍創設にあたってのカナダ内での議論や、イギリスとの
交渉を主導した人物である。検討の結果として、当該期のカナダ政府は海軍を創設することで、
イギリス海軍への防衛力依存から脱却して、自主的にカナダを防衛することで帝国に貢献しよ
うとしていたということ、そしてこのような主張をブロデュアがイギリス側に対して訴えるこ
とでイギリス本国から独自海軍創設の「承諾」を得るプロセスについて明らかにした。 
 また（２）カナダ内政治に関して、（１）でも検討した自由党に加えて、野党保守党のカナダ海
軍創設や帝国防衛構想に関しての検討を行った。野党保守党は、カナダの独自海軍の創設に消極
的であり、イギリスへの海軍費の拠出とイギリス海軍によるカナダ防衛を望んでいた。他方で与
党自由党は、（１）でも言及したようにカナダの独自海軍の創設とカナダによる自主的、主体的
な帝国防衛への参画を望んでいた。従来の研究においては、カナダ海軍の創設によるカナダによ
るイギリスからの軍事的独立が主張されていたが、そうした主張はイギリスによる強力な帝国
防衛の傘から外れることの不利益という点も考慮すると無理がある。むしろ、本研究にて明らか
にしたように、当該期のカナダにとっての帝国防衛構想は、野党保守党であれ、与党自由党であ



れ、方法は違えども帝国との軍事的統合強化を志向するものであったのであり、決してカナダの
軍事的独立や、イギリスとの軍事的紐帯を弱めることを意図したものではなかったということ
である。 
さらにカナダ海軍創設に関する具体的な過程の分析の際に、海軍創設にかかる軍艦購入、改造、
配備に関する史料の収集も行った。その結果、自由党政府は限定された予算の中で、自治領によ
る防衛費拠出によるイギリス海軍への貢献という保守党案を排除しつつ、そうした主張をする
人々を納得させるだけの海軍戦力を持とうと尽力していたことを明らかにした。無論、その努力
の結果として設立されたカナダ海軍は、中古の軽巡洋艦 2 隻を主力とする非常に貧弱なもので
しかなかったが、それでもなお自由党が、イギリス帝国防衛体制へのカナダの寄与と、カナダ内
における対立回避を同時に達成するために動いていたという点について解明することが出来た。 
（３）文化・アイデンティティの点に関して、上記のような自由党による海軍創設を通じた帝
国防衛への貢献という主張を下支えしていたのがブリティッシュネスに基づく帝国の感情的一
体性の言説であった。本研究が対象とする 20 世紀初頭において、カナダ内のイギリス系住民の
大半はカナダを帝国内における「中核」の一つとし位置付け、自治の強化と本国との対等な地位
を待望する自由主義的帝国主義（liberal imperialism）を志向していた。こうした自由主義的
帝国主義論者は、イギリスを頂点としてその下に定住植民地を位置付ける垂直的、集権的な帝国
連邦論を否定する一方、ブリティッシュであるという感情的紐帯を基礎として本国と定住植民
地の間の水平的、分権的な統合を追求していった。こうした点から、当該期のイギリス系カナダ
人が、イギリス本国への防衛費拠出によるイギリス海軍によるカナダ防衛というイギリス本国
を頂点とする集権的な帝国防衛体制ではなく、帝国防衛体制の水平化、分権化とカナダによる自
主的な帝国防衛を志向する自由党の見解をより積極的に支持しえたという点を明らかにした。 
無論、自由党内の議員においても意識に差はあるものの、帝国に貢献することでカナダが自立
性を高めていくことが出来るという見解は、党内の大半の人々の間では支持されるものであっ
たと考えられる。ただこうした自由党による独自海軍創設の動きや帝国防衛構想については、党
内においてもケベック州選出のフランス系議員を中心に反対もあった。たしかに、ケベック州内
においては、自由党によるカナダ海軍創設に対してだけでなく、海軍費の拠出によるイギリス海
軍による防衛への依存に対しての反対の意見も多く見られた。しかし、彼らフランス系住民であ
っても、独自海軍創設によるカナダ沿岸の防衛力強化という点は支持し得たのであり、彼らもイ
ギリス帝国を構成する一部であるカナダを防衛するという観点からカナダ海軍の創設は「支持」
していたのである。 
本研究課題に関して、研究計画に基づいて上記のような点について解明したことがその成果
である。これに加えて、本研究課題にかかる史料の調査と読解を進める中で、カナダ海軍の創設
にあたって、カナダ政府が相対的に大西洋岸防衛を優先しており、その背後に日英同盟による太
平洋岸防衛の必要性低下を示唆する文書を発見した。この日英同盟がカナダ海軍の創設、そして
カナダ防衛構想に与えた影響については、従来の研究でも全く注目されていなかった点である。
しかし、この論点について解明するためには、イギリスでの追加の史料調査や申請者が今まで取
り扱ってこなかった日本に関する研究調査が必要となるため、本研究課題期間中には詳細な点
についての解明を行うことが出来なかった。この点については、申請者による今後の検討課題と
したい。 
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